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地震リスク下において，構造物の品質(e.g.耐震性)を確保することは，人的・

経済的被害を軽減させる上でもっとも基本的な研究課題である．その中で，日

本においては構造計算書事件により明らかにされたように，設計者，施工者の

近視眼的な行為により構造物の品質が損なわれる事態が発生している．構造物

の建設に関わる数多くの利害関係者をどのように規律付けるかは至近の研究課

題である． 

本研究では，各利害関係者（設計者、施工者、検査者）が引き起こしうるモ

ラルハザード，設計者―検査者（施工者―検査者）間の結託を防ぐ枠組みであ

る検査結果に依拠した報酬スキームについて，社会的に効率的な報酬体系につ

いて明らかにする。その中で，不備を見つけた検査者に対して追加的な報酬を

与える必要があること，設計者が設計図書を作成した後に公共主体が検査者を

選択することで、作成する以前に選択する場合と比較して、その報酬額を減少

させることが可能となることが示される． 
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